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令和８年度 AIを活用した軽水炉のシビアアクシデントに関する文献調査 

に係る企画書募集要領 

 

１ 総則 

令和８年度 AIを活用した軽水炉のシビアアクシデントに関する文献調査に係る

企画競争の実施については、この要領に定める。 

 

２ 業務内容 

本業務の内容は、（別添５）「令和８年度 AIを活用した軽水炉のシビアアクシ

デントに関する文献調査の概要及び企画書作成事項」のとおりとする。 

 

３ 業務実施期間 

契約締結日より令和９年２月２６日までとする。 

 

４ 予算額 

業務の予算総額は、２０，０００，０００円（消費税及び地方消費税額を含

む。）以内とする。 

 

５ 参加資格 

(１) 予算決算及び会計令（以下「予決令」という。）第７０条の規定に該当しな

い者であること。なお、未成年者、被保佐人又は被補助人であって、契約締

結のために必要な同意を得ている者は、同条中、特別の理由がある場合に該

当する。 

(２) 予決令第７１条の規定に該当しない者であること。 

(３) 原子力規制委員会から指名停止措置が講じられている期間中の者でないこ

と。 

(４) 令和０７・０８・０９年度環境省競争参加資格（全省庁統一資格）「役務の

提供等」において、「Ａ」、「Ｂ」、「Ｃ」又は「Ｄ」の等級に格付けされ

ている者であること。 

(５) 企画競争説明書において示す暴力団排除に関する誓約事項に誓約できる者で

あること。 

(６) 組織の実績・資格等 

・本業務を実施する組織（会社全体又は所属部門）において ISO9001（QM

S）の認証を取得、あるいはこれに相当する品質マネジメント体制を有して

いること。 

(７) 従事者の実績・資格等 

① 本業務の責任者として、以下の資格又は実績を有すること。 

本業務と類似する中央省庁等の業務（複数が望ましい）において、大規模言

語モデルを用いたシステム構築又は調査研究におけるプロジェクト管理の経

験があること。 
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また、以下のいずれかの資格又は同等の能力を有すること。 

・PMI（Project Management Institute：米国プロジェクトマネジメント協

会）が認定する PMP（Project Management Professional） 

・経済産業省が認定する情報処理技術者試験のプロジェクトマネージャ 

② 本業務の担当者として、以下の資格及び経験を有している者を少なくとも 1

 名配置すること。なお、1 名が複数の経験を有していても良く、実施責任

者が作業従事者と兼任する場合は、実施責任者が有していても良い。 

・日本ディープラーニング協会 E資格合格又は同等のスキル。 

・大規模言語モデルを用いたシステム構築や検証を含む活用調査等の業務

経験。 

・軽水炉におけるシビアアクシデントに関する文献を収集して、それらを分野

別に分類し整理する等の業務についての 10年以上の実務経験。 

 

６ 企画競争に係る説明会の開催 

企画競争参加者に対して、同説明書に係る説明会を実施する。 

(１) 日時 

令和８年８月１０日（月）１５時 

(２) 場所 

原子力規制委員会原子力規制庁 六本木ファーストビル１６階 A会議室 

東京都港区六本木１丁目９番９号 

 

７ 企画書募集に関する質問の受付及び回答 

(１) 受付先・受付方法 

メールアドレス：niisoe_tamon_6et@nra.go.jp 

質問書【様式１】に所定事項を記載の上、電子メールにより提出すること

とし、質問及び回答は質問者自身の既得情報（特殊な技術、ノウハウ等）、

個人情報、原子力規制委員会原子力規制庁の業務に支障をきたすものを除き

公表する。 

(２) 受付期限 

令和８年８月１４日（金）１２時まで 

(３) 回答 

令和８年８月２０日（木）１７時までに、企画競争参加者に対してメールに

より行う。 

 

８ 資格要件に係る提出書類、提出期限等 

(１) 提出書類（別添１） 

①  令和０７・０８・０９年度環境省競争参加資格（全省庁統一資格）

「役務の提供等」において、「Ａ」、「Ｂ」、「Ｃ」又は「Ｄ」の等級

に格付けされている者が確認できる書類 

②  本業務を実施する組織（会社全体又は実施部門・部署）が、ISO9001認

証等を取得していることが確認できる書類又はこれに相当する品質マネ
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ジメント体制を有していることが確認できる書類 

③  ５（７）の実績・資格等を有していることが確認できる書類 

(２) 提出期限等 

① 提出期限 

令和８年８月３１日（金）１２時 

② 提出先 

東京都港区六本木１丁目９番９号 六本木ファーストビル１５階 

原子力規制委員会原子力規制庁長官官房技術基盤グループ 

シビアアクシデント研究部門 担当 新添 

③ 提出部数 

（１）①②③ 各２部 

④ 提出方法 

持参又は郵送（提出期限必着）による。 

電子メールで送付する場合には、６（１）に記載のメールアドレスに送

付すること。なお、容量がメール本文を含めて１０ＭＢを超過する場合

は、分割して提出すること。 

郵送する場合は、書留郵便等の配達の記録が残る方法に限る。 

⑤ 提出に当たっての注意事項 

ア  電子メールで送付する場合は、原子力規制委員会原子力規制庁到

着時刻をもって提出期限の判断を行うこととなるため、余裕をもっ

て提出すること。期限を越えた場合には理由を問わず無効とする。

なお、電子媒体については、原則として、一太郎、MS-Word、MS-Pow

erPoint、MS-Excel又は PDF 形式とする（これに拠りがたい場合は、

原子力規制委員会原子力規制庁まで申し出ること） 

イ 持参する場合の受付時間は、平日の１０時３０分から１６時３０分

まで（１２時～１３時は除く）とする。 

ウ  郵送する場合は、封書の表に「令和８年度 AIを活用した軽水炉の

シビアアクシデントに関する文献調査に係る資格要件書類在中」と

明記すること。提出期限までに提出先に現に届かなかった資格要件

書類は、無効とする。 

エ  提出された資格要件書類は、その事由のいかんにかかわらず、変

更又は取消しを行うことはできない。また、返還も行わない。 

オ 参加資格を満たさない者が提出した資格要件書類は、無効とする。 

カ  虚偽の記載をした資格要件書類は、無効にするとともに、提出者

に対して指名停止を行うことがある。 

キ 資格要件書類の作成及び提出に係る費用は、提出者の負担とする。 

ク  提出された資格要件書類は、原子力規制委員会原子力規制庁にお

いて、資格要件書類の審査以外の目的に提出者に無断で使用しな

い。企画競争の結果、契約相手になった者が提出した資格要件書類

の内容は、行政機関の保有する情報の公開に関する法律（平成１１

年法律第４２号）に基づき開示請求があった場合においては、不開
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示情報（個人情報、法人等の正当な利益を害するおそれがある情報

等）を除いて開示される場合がある。 

ケ  資格要件書類において提出者以外の者の協力を得て事業を実施す

る旨の提案を行っている場合は、契約の締結に当たりその履行を担

保するため、協力の内容、態様等に応じ、提出者と協力者の間の共

同事業実施協定書等の提出を求めることがある。 

 

９ 企画書等の提出書類、提出期限等 

(１) 提出書類（別添２） 

① 企画書 

「令和８年度 AI を活用した軽水炉のシビアアクシデントに関する文献

調査の企画書作成事項」に基づき作成すること。 

② 経費内訳書 

「令和８年度 AI を活用した軽水炉のシビアアクシデントに関する文献

調査」を実施するために必要な経費のすべての額（消費税及び地方消費

税額を含む。）を記載した内訳書 

③ 提出者の概要（会社概要等）が分かる資料 

(２) 提出期限等 

① 提出期限 

７（２）①に同じ 

② 提出先 

７（２）②に同じ 

③ 提出部数 

８（１）①②③ 各５部 

④ 提出方法 

７（２）④ に同じ 

⑤ 提出に当たっての注意事項 

ア  電子メールで送付する場合は、原子力規制委員会原子力規制庁到着

時刻をもって提出期限の判断を行うこととなるため、余裕をもって提

出すること。期限を越えた場合には理由を問わず無効とする。なお、

電子媒体については、原則として、一太郎、MS-Word、MS-PowerPoint、

MS-Excel又は PDF形式とする（これに拠りがたい場合は、原子力規制

委員会原子力規制庁まで申し出ること） 

イ 持参する場合の受付時間は、平日の１０時３０分から１６時３０分ま

で（１２時～１３時は除く）とする。 

ウ  郵送する場合は、封書の表に「令和８年度 AI を活用した軽水炉の

シビアアクシデントに関する文献調査に係る企画書等在中」と明記す

ること。提出期限までに提出先に現に届かなかった企画書等は、無効

とする。 

エ  提出された企画書等は、その事由のいかんにかかわらず、変更又は

取消しを行うことはできない。また、返還も行わない。 
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オ  １者当たり１件の企画を限度とし、１件を超えて申し込みを行った

場合はすべてを無効とする。 

カ 参加資格を満たさない者が提出した企画書等は、無効とする。 

キ  虚偽の記載をした企画書等は、無効にするとともに、提出者に対し

て指名停止を行うことがある。 

ク 企画書等の作成及び提出に係る費用は、提出者の負担とする。 

ケ  提出された企画書等は、原子力規制委員会原子力規制庁において、

企画書等の審査以外の目的に提出者に無断で使用しない。企画競争の

結果、契約相手になった者が提出した企画書等の内容は、行政機関の

保有する情報の公開に関する法律（平成１１年法律第４２号）に基づ

き開示請求があった場合においては、不開示情報（個人情報、法人等

の正当な利益を害するおそれがある情報等）を除いて開示される場合

がある。 

コ  企画書等において提出者以外の者の協力を得て事業を実施する旨

の提案を行っている場合は、契約の締結に当たりその履行を担保する

ため、協力の内容、態様等に応じ、提出者と協力者の間の共同事業実

施協定書等の提出を求めることがある。 

 

１０ 企画提案会の開催 

(１)  必要に応じて企画提案会を開催する。開催する場合には、開催場所、説明

時間、出席者数の制限等については、有効な企画書等を提出した者に対し

て、別途連絡する。 

(２)  上記により連絡を受けた者は、指定された場所及び時間において、提出し

た企画書等の説明を行うものとする。 

 

１１ 暴力団排除に関する誓約 

当該業務に係る（資格要件に係る提出書類及び）企画書等については、（別

紙）において示す暴力団排除に関する誓約事項に誓約の上、提出すること。ま

た、提出書類（別添２）の誓約事項に誓約する旨を明記すること。 

 

１２ 審査の実施 

(１)  審査は、（別添３）「令和８年度 AIを活用した軽水炉のシビアアクシデン

トに関する文献調査に係る企画書等審査の手順」及び（別添４）「令和８年

度 AI を活用した軽水炉のシビアアクシデントに関する文献調査に係る企画

書等審査基準及び採点表」に基づき、提出された企画書等について行い、業

務の目的に最も合致し優秀な企画書等を提出した１者を選定し、契約候補者

とする。ただし、優秀な企画書等の提出がなかった場合には、この限りでは

ない。 

(２)  審査結果は、企画書等の提出者に遅滞なく通知する。 

 

１３ 契約の締結 
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企画競争の結果、契約候補者として選定されたとしても、会計法令に基づく

契約手続の完了までは、原子力規制委員会原子力規制庁との契約関係を生ずる

ものではない。 

支出負担行為担当官である原子力規制委員会原子力規制庁長官官房参事官

は、契約候補者から見積書を徴取し、予定価格の制限の範囲内であることを確

認し、契約を締結する。 

なお、契約書には、提案書が添付され、又は提案書の内容が記載されるも

のであり、契約の相手方となった者は提案書の履行を確約しなければならな

い。 
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（参 考） 

 

予算決算及び会計令（抜粋） 

 

（一般競争に参加させることができない者）  

第七十条 契約担当官等は、売買、貸借、請負その他の契約につき会計法第二十九条

の三第一項の競争（以下「一般競争」という。）に付するときは、特別の理由があ

る場合を除くほか、次の各号のいずれかに該当する者を参加させることができな

い。  

 一 当該契約を締結する能力を有しない者  

 二 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者  

 三 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律 （平成三年法律第七十七号）

第三十二条第一項各号に掲げる者  

 

（一般競争に参加させないことができる者）  

第七十一条 契約担当官等は、一般競争に参加しようとする者が次の各号のいずれか

に該当すると認められるときは、その者について三年以内の期間を定めて一般競争

に参加させないことができる。その者を代理人、支配人その他の使用人として使用

する者についても、また同様とする。  

 一 契約の履行に当たり故意に工事、製造その他の役務を粗雑に行い、又は物件の品

質若しくは数量に関して不正の行為をしたとき。  

 二 公正な競争の執行を妨げたとき又は公正な価格を害し若しくは不正の利益を得

るために連合したとき。  

 三 落札者が契約を結ぶこと又は契約者が契約を履行することを妨げたとき。  

 四 監督又は検査の実施に当たり職員の職務の執行を妨げたとき。  

 五 正当な理由がなくて契約を履行しなかつたとき。  

 六 契約により、契約の後に代価の額を確定する場合において、当該代価の請求を

故意に虚偽の事実に基づき過大な額で行つたとき。  

 七 この項（この号を除く。）の規定により一般競争に参加できないこととされて

いる者を契約の締結又は契約の履行に当たり、代理人、支配人その他の使用人と

して使用したとき。  

２ 契約担当官等は、前項の規定に該当する者を入札代理人として使用する者を一般

競争に参加させないことができる。 
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（別紙） 

 

暴力団排除に関する誓約事項 

 

当社（個人である場合は私、団体である場合は当団体）は、下記事項について、入札

書（見積書）の提出をもって誓約いたします。 

この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ること

となっても、異議は一切申し立てません。 

また、官側の求めに応じ、当方の役員名簿（有価証券報告書に記載のもの（生年月日

を含む。）を提出します。ただし、有価証券報告書を作成していない場合は、役職名、

氏名及び生年月日の一覧表）及び登記簿謄本の写しを提出すること並びにこれらの提出

書類から確認できる範囲での個人情報を警察に提供することについて同意します。 

 

記 

 

１．次のいずれにも該当しません。また、将来においても該当することはありません。 

（１）契約の相手方として不適当な者 

  ア 法人等（個人、法人又は団体をいう。）の役員等（個人である場合はその者、

法人である場合は役員又は支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所を

いう。）の代表者、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関

与している者をいう。）が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関す

る法律（平成３年法律第 77号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同

じ）又は暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）

であるとき 

  イ 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損

害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき 

  ウ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与す

るなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与して

いるとき 

  エ 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると

き 

 

（２）契約の相手方として不適当な行為をする者 

  ア 暴力的な要求行為を行う者 

  イ 法的な責任を超えた不当な要求行為を行う者 

  ウ 取引に関して脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為を行う者 

  エ 偽計又は威力を用いて会計課長等の業務を妨害する行為を行う者 

  オ その他前各号に準ずる行為を行う者 

 

２．暴力団関係業者を再委託又は当該業務に関して締結する全ての契約の相手方としま

せん。 

 

３．再受任者等（再受任者、共同事業実施協力者及び自己、再受任者又は共同事業実施

協力者が当該契約に関して締結する全ての契約の相手方をいう。）が暴力団関係業者

であることが判明したときは、当該契約を解除するため必要な措置を講じます。 
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４．暴力団員等による不当介入を受けた場合又は再受任者等が暴力団員等による不当介

入を受けたことを知った場合は、警察への通報及び捜査上必要な協力を行うととも

に、発注元の契約担当官等へ報告を行います。 
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（別添１） 

 

令和  年  月  日 

 

 原子力規制委員会原子力規制庁長官官房参事官 殿 

 

 

住   所 

会 社 名 

代表者氏名                   印 

 

令和８年度 AI を活用した軽水炉のシビアアクシデントに関する文献調査 

に係る資格要件書類の提出について 

 

 標記の件について、次のとおり提出します。 

 

①  令和０７・０８・０９年度環境省競争参加資格（全省庁統一資格）「役務の提供等」に

おいて、「Ａ」、「Ｂ」、「Ｃ」又は「Ｄ」の等級に格付けされている者が確認できる書類。 
②  本業務を実施する組織（会社全体又は所属部門）において ISO9001（QMS）の認証

を取得、あるいはこれに相当する品質マネジメント体制を有していることが確認できる

書類 
③  本業務の責任者として、以下の資格又は実績を有することが確認できる書類 

本業務と類似する中央省庁等の業務（複数が望ましい）において、大規模言語モデルの

構築又は調査研究におけるプロジェクト管理の経験があること。 
また、以下のいずれかの資格又は同等の能力を有すること。 
・PMI（Project Management Institute：米国プロジェクトマネジメント協会）が認定

する PMP（Project Management Professional） 
・経済産業省が認定する情報処理技術者試験のプロジェクトマネージャ 

④  本業務の担当者として、以下の資格及び経験を有していることが確認できる書類 
なお、1 名が複数の経験を有していても良く、実施責任者が作業従事者と兼任する場合

は、実施責任者が有していても良い。 
・日本ディープラーニング協会 E 資格合格又は同等のスキル。 
・大規模言語モデルを用いたシステム構築や検証を含む活用調査等の業務経験。 
・軽水炉におけるシビアアクシデントに関する文献を収集して、それらを分野別に分類

し整理する等の業務についての 10年以上の実務経験。 
 
 

（担当者） 
所属部署： 
氏  名： 
ＴＥＬ： 
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E-mail: 
（別添２） 

 

令和  年  月  日 

 

 原子力規制委員会原子力規制庁 長官官房技術基盤グループ  

シビアアクシデント研究部門 安全技術管理官（シビアアクシデント担当） 殿 

 

 

住   所 

会 社 名 

代表者氏名                   印 

 

 

 

令和８年度 AI を活用した軽水炉のシビアアクシデントに関する文献調査 

に関する企画書等の提出について 

 

 

 標記の件について、次のとおり提出します。 

 なお、書類の提出に当たり、企画競争説明書「５ 参加資格」（５）暴力団排除に関する

誓約事項に誓約します。 

 

(１) 企画書 
 

(２) 経費内訳書 
 

(３) 会社概要等 
 
 

（担当者） 
所属部署： 
氏  名： 
ＴＥＬ： 
E-mail: 
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（別添３） 

 

令和８年度 AIを活用した軽水炉のシビアアクシデントに関する文献調査 

に係る企画書等審査の手順 

 

1. 企画審査委員会による審査 

原子力規制委員会原子力規制庁長官官房技術基盤グループシビアアクシデント研

究部門に設置する「令和８年度 AI を活用した軽水炉のシビアアクシデントに関す

る文献調査に係る企画書審査委員会」(以下「企画書審査委員会」という。)におい

て、提出された企画書等の内容について審査を行う。 

 

2. 企画書等の審査方法 

（1） 「令和８年度 AI を活用した軽水炉のシビアアクシデントに関する文献調査に

係る企画書等審査基準及び採点表」(別添４)に基づき、委員ごとに採点する。 

（2） (1)の採点結果の合計点を算出し、その点数が最も高い者を契約候補者とする。 

（3） 合計点が同点の場合、次の基準で契約候補者を選定する。 

① 「優」の数が多い者を契約候補者とする。 

② 「優」の数が同数の場合は、「良」の数が多い者を契約候補者とする。 

③ 「良」の数も同数の場合は、「可」の数が多い者を契約候補者とする。 

④ 「可」の数も同数の場合は、委員の多数決により契約候補者を選定する。 

 

3. 契約委員会による契約候補者の確定 

 企画書審査委員会は、選定した契約候補者及び審査経過を原子力規制委員会原子力規

制庁長官官房参事官へ報告し、同参事官を委員長とする契約委員会において契約候補者

を確定する。 
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（別添４） 

 

令和８年度 AIを活用した軽水炉のシビアアクシデントに関する文献調査 

に係る企画書等審査基準及び配点表 

 

 

事項 審査基準 配点 

１．業務の基本方針 ・業務の目的を的確に理解し、妥当な基本方

針であるか。 

・基本方針に専門性、創造性、新規性、確実

性等があるか。 

５０点 

２．業務の実施計画 ・実施計画が効率的で確実性があるか。 

・業務分担や業務量の検討が適切であるか。

また、その実効性があるか。 

・各工程の完了条件は明確か。 

５０点 

３．業務

の実施方

法 

  

  

総論 ・原子力規制委員会原子力規制庁の現状を

十分に考慮した内容であるか。 

・提案された内容に、専門性、創造性、新規

性、確実性等があるか。特に、工程管理を行

う際の役割や実施する内容が具体的に提案

されているか。 

５０点 

３．１ 技術者によ

るスクリーニング 

・「生成 AI を活用したシステムによるスク

リーニング」の進捗と連携を取るための方

法が具体的に提案されているか。 

３０点 

３．２ 生成 AI を

活用したシステム

によるスクリーニ

ング 

・提案された内容が、本業務の目的に適合し

ているものであり、その内容に専門性、創造

性、新規性、確実性等があるか。 

・適用を想定している技術等が具体的に記

載されているか。 

・原子力規制委員会原子力規制庁の職員が

検証可能な具体的な環境が提案されている

か。 

７０点 

４．実施

体制、役

割分担等 

４．１ 実施体

制、役割分担等 

・効果的、効率的な人員配置、内・外部の

協力体制等が構築されているか。 

・実施体制、品質管理体制及び情報セキュ

リティ体制の独立性は担保されているか。 

・バックアップ体制は十分か。 

・実施責任者及びその他の主要な従事者が

５０点 
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本業務に従事する十分な時間があると認め

られるか。 

４．２ 従事者の

実績、能力、資格

等 

・企画競争説明書に記載の資格要件につい

て、業務責任者が有する経験・実績は「業

務の件数」「業務の規模及び内容」「業務に

おける役割」「保有資格」などの観点より

充実しているか。 

・企画競争説明書に記載の資格要件につい

て、業務責任者以外のその他の主要な従事

者の経験・実績は「業務の件数」「業務の

規模及び内容」「業務における役割」「保有

資格」などの観点より充実しているか。 

・関連する保有資格が記載されており、そ

のことを確認できる書類が示されている

か。 

３０点 

５．組織の実績 ・企画競争説明書に記載の資格要件につい

て、提案者の組織の実績は「業務の件数」

「業務の規模及び内容」「業務における役

割」「保有資格」などの観点より充実して

いるか。  

５０点 

６．組織のワーク･ライフ･バラ

ンス等の推進に関する認定等

取得状況 

・女性の職業生活における活躍の推進に関

する法律（以下「女性活躍推進法」という。）、

次世代育成支援対策推進法（以下「次世代

法」という。）、青少年の雇用の促進等に関す

る法律（以下「若者雇用推進法」という。）

に基づく認定等（プラチナえるぼし認定、え

るぼし認定等、プラチナくるみん認定、くる

みん認定、トライくるみん認定、ユースエー

ル認定等）の有無を記載し、有の場合は認定

等の名称を記載するとともに、認定通知書

等の写し（内閣府男女共同参画局長の認定

等相当確認を受けている外国法人について

は、その確認通知書の写し）を添付するこ

と。ただし、企画書提出時点において認証等

の期間中であること。 

※複数の認定等に該当する場合は、最も得

点が高い区分により加点を行うものとす

３０点 
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る。 

女性の職業生活における活躍の推進に関す

る法律（以下「女性活躍推進法」という。）、

次世代育成支援対策推進法（以下「次世代

法」という。）、青少年の雇用の促進等に関す

る法律（以下「若者雇用推進法」という。）

に基づく認定等（プラチナえるぼし認定、え

るぼし認定等、プラチナくるみん認定、くる

みん認定、トライくるみん認定、ユースエー

ル認定）の有無、有の場合は認定通知書等の

添付。ただし、企画書提出時点において認証

期間中であること。 

※複数の認定等に該当する場合は、最も得

点が高い区分により加点を行うものとす

る。 

○ 女性活躍推進法に基づく認定等（プラ

チナえるぼし、えるぼし認定等） 

・プラチナえるぼし（※１） 30点 

・えるぼし３段階目（※２） 24点 

・えるぼし２段階目（※２） 18点 

・えるぼし１段階目（※２） 12点 

・行動計画（※３）      6点 

※１ 女性活躍推進法（令和 2 年 6 月 1 日

施行）第 12条に基づく認定。 

※２ 女性活躍推進法第 9条に基づく認定。

なお、労働時間等の働き方に係る基準は必

ず満たすことが必要。 

※３ 女性活躍推進法に基づく一般事業主

行動計画の策定義務がない事業主（常時雇

用する労働者の数が 100 人以下のもの）が

努力義務により提出し、企画書提出時点で              

計画期間が満了していないものに限る。 

○次世代法に基づく認定（プラチナくるみ

ん認定・くるみん認定・トライくるみん認

定） 

・プラチナくるみん認定     24点 

・くるみん認定（新基準※４） 18点 

・くるみん認定（旧基準※５） 12点 

・トライくるみん認定      12点 

※４ 新くるみん認定（改正後認定基準（令

和 4年 4月 1日施行）により認定） 
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※５ 旧くるみん認定（改正前認定基準又は

改正省令附則第 2 条第 5 項の経過措置によ

り認定） 

○若者雇用推進法に基づく認定（ユースエ

ール認定）                24点 

７．企業等の事業年度 （又は暦

年）における賃上げの実施 

賃上げの実施を表明した企業等について 

・大企業は、事業年度（又は暦年）において、

対前年度比（又は対前年比）で給与等受給者

一人当たりの平均受給額を３％以上増加さ

せる旨の、従業員への賃金引上げ計画の表

明書（別添６－１）（表明する意思がある者

のみ提出すること）の写しを添付すること。 

・中小企業等は、事業年度（又は暦年）にお

いて、対前年度比（対前年比）で給与総額を

１．５％以上増加させる旨の、従業員への賃

金引上げ計画の表明書（別添６－２）（表明

する意思がある者のみ提出すること）の写

しを添付すること。 

３０点 

８．見積価格  

積算内訳 

・経費内訳書について、提案内容等に応じた

価格、積算内訳は妥当か。 

１０点 

合計 ４５０点 

注１ 企画書等において、提出者の外部協力者へ再委託又は共同実施の提案を行う場合、

業務における総合的な企画及び判断並びに業務遂行管理部分を外部に再委託して

はならず、そのような企画書等は不合格として、選定対象としないことがある。 

注２ 積算内訳書において、再委任に係る外注費が見積価格１／２以上である場合は、

不適切として、選定対象としないことがある。 

 

【採点基準】 

 10点満点 30点満点 50点満点 70点満点 

優 10点 30点 50点 70点 

良 6点 18点 30点 40点 

可 2点 6点 10点 10点 

加点なし 0点 0点 0点 0点 

 

※ ただし、「組織のワーク・ライフ・バランス等の推進に関する認定等取得状況」及

び「企業等の事業年度（又は暦年）における賃上げの実施」における加点は、上記採

点基準とは異なる。 
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（別添５） 

 

令和８年度 AIを活用した軽水炉のシビアアクシデントに関する文献調査 

の概要及び企画書作成事項 

 

I. 業務の概要 

 

1 調達件名 

令和８年度 AIを活用した軽水炉のシビアアクシデントに関する文献調査 

 

2 目的 

本件は、最新知見の収集及びスクリーニングのプロセスについて、生成 AI 技術

を用いて効率的に遂行できる環境を構築することを目的とする。特に、生成 AI が

これまで人手に頼ってきた業務をどこまで代替できるか（理想的には完全に自動

化できるか）を検証し、その効率性を定量・定性の両面から評価するものである。 

  

3 業務履行期間 

契約締結日から令和９年２月２６日までとする。 

 

4 用語の定義 

本仕様書で使用する用語の定義は以下のとおりである。 

表１ 用語の定義 

用語 定義 

予備スクリーニング 検索等により「原子力施設の安全性評価」に関する

文献を抽出するプロセス。 

１次スクリーニング 抽出した文献内容を確認し、「軽水炉の格納容器破

損モード」に関する文献を収集して、その研究成果

を格納容器破損モードごとに分類するプロセス。 

２次スクリーニング 格納容器破損モードごとに収集した文献の内容を

要約し、その重要度を判定するプロセス。 

 

5 業務の内容 

本件では、軽水炉のシビアアクシデントにおける格納容器の破損モードに着目し

た文献の収集と分類について、原子力規制委員会原子力規制庁（以下「規制庁」と

いう。）と同様の手法で技術者が実施した場合と、生成 AIを活用した場合の結果に

ついて比較を行う。以下の実施項目の細部等について全体計画書を作成し、規制庁

担当職員（以下「担当官」という。）と協議の上、業務に当たること。 

 

5.1 技術者によるスクリーニング 

技術者が規制庁と同様の手法で文献のスクリーニングを実施する。本項目につい

ては 10 年以上の実務経験を有する技術者が担当すること。各スクリーニングによ
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る抽出文献数について表 5.1の例に示すようにまとめ、5.1.2及び 5.1.3に述べる

規制庁レビューにおいて進捗状況を報告すること。 

 

5.1.1 予備スクリーニング 

表 5.2に示す日本語又は英語による査読付き論文誌（以下「調査対象論文誌」と

いう。）において令和３年 1月から令和 7年 12 月（以下「調査対象期間」という。）

までに発行された論文の表題、キーワードを確認すること等により検索し、「原子

力施設の安全性評価」に関する論文を抽出すること。 

 

5.1.2 １次スクリーニング 

上記 5.1.1で抽出した論文の内容を確認することにより、それらの論文における

研究成果の中から「軽水炉の格納容器内で発生しうる破損モード」に関する論文を

抽出し、以下の格納容器破損モードに分類すること。 

(a) 雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損） 

(b) 高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱 

(c) 原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用 

(d) 水素燃焼 

(e) 格納容器直接接触（シェルアタック） 

(f) 溶融炉心・コンクリート相互作用 

抽出･分類した論文を、表 5.3 の例に示すように破損モード、著者、表題、掲載

誌を記載した 1次リスト［案］に整理する。1次リスト［案］は、作成した部分か

ら順次規制庁レビューを受け、その結果を反映して、1次リスト［正式］を作成す

ること。 

なお、規制庁レビューにおいて、担当官の求めに応じ内容確認のため対象論文を

提示すること。 

 

5.1.3 ２次スクリーニング 

5.1.2において作成した 1次リスト［正式］の中から、「規制当局による何らかの

対応が必要となる可能性」を含むと考えられる論文を抽出して、表 5.4 の例に示す

ように破損モードごとに要約を記載した２次リスト［案］を作成すること。2次リ

スト［案］についても、作成した部分から順次規制庁レビューを受け、その結果を

反映して、２次リスト［正式］を作成すること。また、担当官の求めに応じ内容確

認のため対象論文を提示すること。２次リスト［正式］の文献は 60 本程度とし、

結果によっては調査対象論文誌及び調査対象期間を変更することがある。 

２次リスト［正式］の文献について、下記の観点から分析を行い 3段階で重要度

（高・中・低）を付与するとともに、その根拠をまとめること。 

・規制基準、評価ガイド、審査ガイド等への反映（現行基準類と整合しない研究

成果であるか） 

・規制活動に係る実務（審査・検査等）への反映（これまでの審査結果、検査ガ

イドと整合しない研究成果であるか） 

なお、重要度の基準は以下のとおりとする。 
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・高：ただちに対応が必要である。 

・中：今後対応が必要となる可能性がある。 

・低：今のところ対応は必要ないが、研究動向を注視する必要がある。 

 

表 5.1 抽出文献数（例） 

 抽出文献数 

予備スクリーニング  

１次スクリーニング  

２次スクリーニング  

 

表 5.2 調査対象論文誌 

 名称 発行元 

1 日本原子力学会和文論文誌 日本原子力学会 

2 Annals of Nuclear Energy Elsevier 

3 Nuclear Engineering and Design Elsevier 

4 Nuclear Technology 米国原子力学会 

5 Journal of Nuclear Science and Technology 日本原子力学会 

6 Nuclear Engineering and Technology 韓国原子力学会 

7 Progress in Nuclear Energy Elsevier 

8 Engineering Structures Elsevier 

9 Structures 英 国 構 造 技 術 者 協 会

（IStructE） 

10 Buildings MDPI 

 

 

表 5.3 １次リスト（例） 

破損モード 著者 表題 掲載誌 

a ○○ Simulation study on HPR1000-

based suppressive containment 

system under typical accidents 

Progress in Nuclear 

Energy, Vol.**, 

105235, 2024, 

https://doi.org/10.

1016/j.pnucene.2024

.**. 

d ○○ Analytical model development 

for investigation on hydrogen 

management studies in the 

containment of a nuclear 

reactor 

Nuclear Engineering 

and Design, Vol.**, 

112786, 2024, 

https://doi.org/10.

1016/j.nucengdes.20

23.**. 
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表 5.4 2次リスト（例） 

破損モード：(a) 雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損） 

著者 表題 掲載誌 要約 

○○ Simulation 

study on 

HPR1000-based 

suppressive 

containment 

system under 

typical 

accidents 

Progress in Nuclear 

Energy, Vol.**, 

105235, 2024, 

https://doi.org/10

.1016/j.pnucene.20

24.**. 

 

 

5.2 生成AIを活用したシステムによるスクリーニング 

 

5.2.1 実施概要 

上記 5.1 の手順に準じて、生成 AI 技術を組み込んだシステム（又は開発環境）を用

いたスクリーニングを行い、5.1の結果との比較・分析を行うこと。 

また、規制庁から提供された関連資料データをもとにナレッジベース（ベクトルデー

タベース等）を構築し、生成 AI を活用してスクリーニングを実施するとともに関連資

料の検索の高速化を図ること。 

規制庁から提供された関連資料データに対しては、ラベル付け・テキストマイニング・

SQL 分析等を実施し、生成 AIが効果的に活用できる形式に加工すること。  

関連資料データとしては以下の資料を想定しているが、担当官と調整して対象とする

データを決定すること。 

・実用発電用原子炉に関する規則・告示・内規・ガイド 

・原子力発電所の関連審査会合資料 

・規制委員会が実施する検査のガイド類 

検証においては、規制庁でも操作できる環境を用意すること。 

 

5.2.2 実施計画書の作成 

担当官と調整して、実施計画書を作成し提出すること。実施計画書にはスケジュール、

システムの設計・開発方針、実施結果に対する評価・分析方法等を記載すること。 

 

5.2.3 システムの開発 

設計の段階から担当官と調整してシステムを開発すること。実施した内容を 5.1 の結

果との比較から適宜評価・分析し、改良を実施すること。5.1の論文抽出及び重要度判

定結果との違いが生じた理由について生成 AIに提示させること。 

 

5.3 成果報告書の作成 

構築したシステムの概要、実施結果、全体の評価及び改善提案を記載した成果報告書

を作成すること。なお、納期の 2週間前までにドラフトを提出して担当官の確認を受け
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ること。 

合わせて、5.1の調査結果及び 5.2で作成したプロトタイプの構成図並びにプロンプ

トを提出すること。また、作成したナレッジベース及び、開発の場合は作成したソース

コードを納品物に含めること。ただし、本契約以前に作成した既存のソフトウェア又は

第三者が権利を有するソフトウェアや生成物は含まない。 

なお、報告書について、担当官からの問合せを受けた場合には、これに対応すること。 

 

6 実施場所 

受注者の作業場所とする。なお、定例会等は規制庁にて実施するものとする。 

 

7 実施期間 

契約締結日から令和９年２月２６日まで。 

実施工程は下表を基準とする。なお、実施工程は想定であるため、よりよいスケジュ

ール案があれば提案すること。 

 

実施項目 10月 11月 12月 1月 2月 

(1)技術者によるスクリー

ニング 

     

 ①予備スクリーニング      

 ②１次スクリーニング      

 ③２次スクリーニング      

(2)生成 AI を活用したシス

テムによるスクリーニング 

     

 ①システムの設計・開発・

修正 

     

 ②スクリーニングの実施

及び結果分析 

     

(3) 成果報告書の作成      

備考：本業務の進捗状況の把握及び課題解決を目的とする定例会（原則として月１回、

ウェブ会議での実施も可能）を実施する。 

 

8 提出書類及び納入品目 

1 提出書類及び納入品目 提出部数（注

１） 

提出期日 承認 

2 実施計画書（注２） １ 契約締結後速やかに。 要 

3 下請負届 １ 契約締結後速やかに。該

当しない場合は省略でき

る。 

 

4 情報セキュリティに関する

書面（注３） 

１ 契約締結後速やかに。  
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5 成果報告書（注４） ６ 納入時。 要 

6 成果物（注５） １ 納入時。  

7 情報セキュリティ対策報告

書 

１ 納入時。  

8 品質保証活動確認書（注６ 

） 

1 納入時。 要 

9 完了届 １ 納入時。  

注１） 原則として電子媒体で提出すること。 

注２） 実施計画書の要求事項は 10によるものとする。 

注３） 情報セキュリティに関する書面の要求事項は 13によるものとする。 

注４） 成果報告書の電子媒体には、報告書の PDFデータのみを格納すること。なお、報

告書の表紙等については規制庁が指定するフォーマットで提出すること。 

注５） 5.3記載のとおり。 

注６） 実施計画書に基づいて行う品質保証の活動記録を示したもの。 

 

9 納入場所 

原子力規制委員会原子力規制庁長官官房技術基盤グループ 

シビアアクシデント研究部門 

東京都港区六本木一丁目９番９号 六本木ファーストビル 15 階 

 

10 実施計画書 

実施計画書には最小限、以下の内容を記載すること。 

(1) 実施内容 

実施項目ごとに過不足なく計画を立案し、「作業の流れ」を示すこと。 

(2) 実施体制 

・ 本業務を実施する者は、実施責任者、品質管理体制及び情報セキュリティ体

制を明示した実施体制図を示すこと。なお、実施責任者と品質管理責任者は

兼務してはならない。 

・ 実施責任者は、本作業を遂行するに当たり十分な実務能力及びマネジメント

能力を有し、本作業を統括する立場にある者とすること。なお、受注者の責

任者が業務終了まで継続して遂行すること。万一交代する場合は同等以上の

人物が担当するものとして事前に主管課の承認を得ること。 

・ 実施体制には、必ず本件に精通した経験豊富なスタッフを含めること。また、

２人以上の直接の担当者を定め、一方が出張などの時にも支障なく業務が遂

行できるようにすること。 

・ あらかじめ外注先が決まっている場合は、外注先名及びその発注事業内容を

含めて記載すること。ただし、金５０万円未満の外注業務、印刷費、会場借

料、翻訳費及びその他これに類するものを除く。 

(3) 品質管理体制 

① 品質マネジメント体制 

・ 受注業務に対する品質を確保するための、十分な体制が構築されていること。 
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・ 作業実施部署は品質管理部署と独立していること。 

・ 実施責任体制を明確にすること（実施責任者と品質管理責任者は兼務しない

こと）。 

 

② 品質管理の具体的な方策 

受注業務に対して品質を確保するための、当該業務に対応した具体的な作業

に関する方法（チェック時期及びチェック内容）を明確にすること。 

③ 担当者の技術能力 

業務に従事する者の技術能力を明確にすること。 

(4) 作業スケジュール 

作業内容、スケジュール及びマイルストーンについて記載すること。 

(5) 実施環境 

本業務の実施環境（システム環境を含む。）について記載すること。環境構築にあ

たっては、政府のセキュリティ評価制度 ISMAP（Information System Security 

Management and Assessment Program）にて認定されたクラウドサービスのみを

使用すること。 

(6) 規制庁で用意すべき資料 

規制庁にて用意すべき資料及び事前に必要な文書処理等について記載すること。 

 

11 検収条件 

本冊に記載の内容を満足し、8に記載の提出物及び提出書類が全て提出されているこ

とが確認されたことをもって検収とする。 

 

12 著作権等の扱い 

(1) 成果物に関する著作権、著作隣接権、商標権、商品化権、意匠権及び所有権（以

下「著作権等」という。）は、原子力規制委員会が保有するものとする。 

(2) 請負者は自ら制作・作成した著作物に対し、いかなる場合も著作者人格権を行使

しないものとする。 

(3) 成果物に含まれる請負者又は第三者が権利を有する著作物等（以下「既存著作物」

という。）の著作権等は、個々の著作者等に帰属するものとする。 

(4) 納入される成果物に既存著作物等が含まれる場合には、請負者が当該既存著作物

の使用に必要な費用の負担及び使用許諾契約等に係る一切の手続を行うものとす

る。 

 

13 情報セキュリティの確保 

受注者（請負者）は、以下の点に留意して情報セキュリティを確保するものとする。 

(1) 受注者は、請負業務の開始時に、請負業務に係る情報セキュリティ対策とその実

施方法及び管理体制について担当官に書面で提出すること。 

(2) 受注者は、担当官から要機密情報を提供された場合には、当該情報の機密性を格

付に応じて適切に取り扱うための措置を講じること。 

(3) 受注者は、ポリシー等に準拠した情報セキュリティ対策の履行が不十分と見なさ
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れるとき又は受注者において請負業務に係る情報セキュリティ事故が発生したと

きは、必要に応じて担当官の行う情報セキュリティ対策に関する監査を受け入れ

ること。 

(4) 受注者は、担当官から提供された要機密情報が業務終了等により不要になった場

合には、確実に返却又は廃棄すること。また、請負業務において受注者が作成し

た情報についても、担当官の指示に応じて適切に廃棄すること。 

(5) 受注者は、本業務の終了時に、業務で実施した情報セキュリティ対策を報告する

こと。 

（参考）原子力規制委員会情報セキュリティポリシー 

https://www.nra.go.jp/data/000129977.pdf 

 

14 再委託に関する事項 

(1) 再委託の制限及び再委託を認める場合の条件 

① 受注者は、業務を一括して再委託してはならない。また、再委託の相手方が

さらに委託を行うなど複数の段階での再委託はしてはならない。 

② 受注者における遂行責任者を再委託先事業者の社員や契約社員とすることは

できない。 

③ 受注者は、情報セキュリティの確保を含む再委託先の行為について一切の責

任を負うものとする。 

(2) 承認手続 

① 本業務の実施の一部を合理的な理由及び必要性により再委託する場合には、

あらかじめ再委託の相手方の商号又は名称及び住所並びに再委託を行う業務

の範囲、再委託の必要性及び外注費等について記載した再委託承認申請書を

主管課に提出し、あらかじめ承認を受けること。 

② 前項による再委託の相手方の変更等を行う必要が生じた場合も、前項と同様

に再委託に関する書面を主管課に提出し、承認を受けること。 

(3) 再委託先の契約違反等 

再委託先において、本仕様書に定める事項に関する義務違反又は義務を怠っ

た場合には、受注者が一切の責任を負うとともに、当庁は、当該再委託先への

再委託の中止を請求することができる。 

 

15 その他 

(1) 受注者は、本冊に疑義が生じたとき、本冊により難い事由が生じたとき、あるい

は本冊に記載のない細部については、担当者と速やかに協議し、その指示に従う

こと。 

(2) 作業実施者は、担当者と日本語で円滑なコミュニケーションが可能で、かつ良好

な関係が保てること。 

(3) 業務上不明な事項が生じた場合は、担当者に確認の上、その指示に従うこと。 

(4) 常に、担当者との緊密な連絡・協力関係の保持及び十分な支援を提供すること。 

(5) 本業務において納品される成果物の著作権は、検収合格が完了した時点で、当庁

に移転する。受注者は、成果物の作成に当たり、第三者の工業所有権又はノウハ
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ウを実施・使用するときは、その実施・使用に対する一切の責任を負う。 

(6) 成果物納入後に受注者の責めによる不備が発見された場合には、受注者は、無償

で速やかに必要な措置を講ずること。 

 

以上 
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II. 企画書作成事項 

以下の各事項について、各作成方法に則り、企画書にて提案すること。 

なお、企画書全体の分量は A4・40 ページ以下を目安とし、原則として両面印刷

にすること。また必要に応じて A3 等サイズの異なる用紙を用いることを可とする

が、企画書全体を 1 冊にまとめること。 

補足資料がある場合は、企画書に追加して添付することを認めるが、企画書のど

の部分の補足資料であるか明記すること。 

また、資料作成全般に当たっては、本企画書作成事項で規定する目的や作業項目

に反し又は矛盾する提案がないよう作成すること。 

事項 作成方法 

１．業務の基本方針 ・本業務を実施するに当たっての基本方針を記

述すること。 

２．業務の実施計画 ・業務内容及び提案内容に係る各作業項目につ

いて業務実施計画を記述すること。 

・業務分担や業務量の検討において、規制庁側

の実情（専門職がいない、専任者が少ない、

利用者の拠点が点在している等）を十分踏ま

えた提案とすること。 

・項目ごとに、請負者と規制庁の役割分担等を

提案すること。 

３．業務の実施方法 ・各業務内容の実施方法、作業内容等について、

具体的に提案すること。 

・規制庁にとって実現可能と考えられる成功事

例を踏まえた提案とすること。 

・LLM、ベクトル DB の設計、前処理方法等につ

き、適用を想定している技術を記載すること。 

・実施結果の評価・分析方法を提案すること。 

４．実施体制、役割分担等 ・業務の実施体制について、統括責任者を 1 名

選定するとともに、当該業務実施責任者の役

職、従事者の役割分担、従事者数、内・外部

の協力体制等を記載すること。 

・本業務の従事者に求める保有資格等を記載す

ること。 

５．組織の実績 ・提案者において過去に実施した類似の実績を

記載すること。 

・具体的名称・金額の記載が困難な場合でも、

おおよその内容がわかるように記載するこ

と。 

６．組織のワーク･ライフ･バラ

ンス等の推進に関する認定等

取得状況 

・女性の職業生活における活躍の推進に関する

法律（以下「女性活躍推進法」という。）、次

世代育成支援対策推進法（以下「次世代法」
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という。）、青少年の雇用の促進等に関する法

律（以下「若者雇用推進法」という。）に基づ

く認定等（プラチナえるぼし認定、えるぼし

認定等、プラチナくるみん認定、くるみん認

定、トライくるみん認定、ユースエール認定

等）の有無を記載し、有の場合は認定等の名

称を記載するとともに、認定通知書等の写し

（内閣府男女共同参画局長の認定等相当確認

を受けている外国法人については、その確認

通知書の写し）を添付すること。ただし、企

画書提出時点において認証等の期間中である

こと。 

※複数の認定等に該当する場合は、最も得点が

高い区分により加点を行うものとする。 

７．企業等の事業年度（又は暦

年）における賃上げの実施 

賃上げの実施を表明した企業等について 

・大企業は、事業年度（又は暦年）において、

対前年度比（又は対前年比）で給与等受給者

一人当たりの平均受給額を３％以上増加させ

る旨の、従業員への賃金引上げ計画の表明書

（別添６－１）の写しを添付すること。 

・中小企業等は、事業年度（又は暦年）におい

て、対前年度比（対前年比）で給与総額を１．

５％以上増加させる旨の、従業員への賃金引

上げ計画の表明書（別添６－２）の写しを添

付すること。 

※表明する意思がある者のみ提出すること。 
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（別紙６－１）                     【大企業用】 

従業員への賃金引上げ計画の表明書 
 
 

当社は、○年度（令和○年○月○日から令和○年○月○日までの当社事業年

度）（又は○年）において、給与等受給者一人当たりの平均受給額を対前年度（又

は対前年）増加率○％以上とすること 
を表明いたします。 

 従業員と合意したことを表明いたします。 
 
令和 年  月  日 

 株式会社○○○○ 

 （住所を記載） 

 代表者氏名 ○○ ○○   

 

 

 上記の内容について、我々従業員は、令和○年○月○日に、○○○という方法

によって、代表者より表明を受けました。 

 

 

令和 年  月  日 

 株式会社○○○○ 

 従業員代表          氏名 ○○ ○○  印 

 給与又は経理担当者      氏名 ○○ ○○  印 

 
 
 
 ※従業員代表等の押印省略は不可とする。 
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（留意事項） 
１．事業年度により賃上げを表明した場合には、「法人事業概況説明書」を事業

当該事業年度における同書を作成後速やかに契約担当官等に提出してくださ

い。 
  なお、法人事業概況説明書を作成しない者においては、税務申告のために作

成する類似の書類（事業活動収支計算書）等の賃金支払額を確認できる書類を

提出してください。 
２．暦年により賃上げを表明した場合においては、「給与所得の源泉徴収票等の

法定調書合計表」を当該年の同表を作成後速やかに契約担当官等に提出して

ください。 
３．上記１．による確認において表明書に記載した賃上げを実行していない場合

又は上記確認書類を提出しない場合においては、当該事実判明後の総合評価

落札方式による入札に参加する場合、技術点又は評価点を減点するものとし

ます。 
４．上記３．による減点措置については、減点措置開始日から１年間に入札公告

が行われる調達に参加する場合に行われることとなる。ただし、減点事由の判

明の時期により減点措置開始時期が異なることとなるため、減点事由判明時

に当該事由を確認した契約担当官等により適宜の方法で通知するものとしま

す。 
５．「従業員代表」及び「給与又は経理担当者」の権限等を示す書類等を添付す

ること。 
 



 

 32  
 

（別紙６－２）                     【中小企業用】 

従業員への賃金引上げ計画の表明書 
 
 

当社は、○年度（令和○年○月○日から令和○年○月○日までの当社事業年

度）（又は○年）において、給与総額を対前年度（又は対前年）増加率○％以上

とすること 
を表明いたします。 

 従業員と合意したことを表明いたします。 
 
令和 年  月  日 

 株式会社○○○○ 

 （住所を記載） 

 代表者氏名 ○○ ○○   

 

 

 上記の内容について、我々従業員は、令和○年○月○日に、○○○という方法

によって、代表者より表明を受けました。 

 

 

令和 年  月  日 

 株式会社○○○○ 

 従業員代表          氏名 ○○ ○○  印 

 給与又は経理担当者      氏名 ○○ ○○  印 

 
 
 
 ※従業員代表等の押印省略は不可とする。 
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（留意事項） 
１．事業年度により賃上げを表明した場合には、「法人事業概況説明書」を事業

当該事業年度における同書を作成後速やかに契約担当官等に提出してくださ

い。 
  なお、法人事業概況説明書を作成しない者においては、税務申告のために作

成する類似の書類（事業活動収支計算書）等の賃金支払額を確認できる書類を

提出してください。 
２．暦年により賃上げを表明した場合においては、「給与所得の源泉徴収票等の

法定調書合計表」を当該年の同表を作成後速やかに契約担当官等に提出して

ください。 
３．上記１．による確認において表明書に記載した賃上げを実行していない場合

又は上記確認書類を提出しない場合においては、当該事実判明後の総合評価

落札方式による入札に参加する場合、技術点又は評価点を減点するものとし

ます。 
４．上記３．による減点措置については、減点措置開始日から１年間に入札公告

が行われる調達に参加する場合に行われることとなる。ただし、減点事由の判

明の時期により減点措置開始時期が異なることとなるため、減点事由判明時

に当該事由を確認した契約担当官等により適宜の方法で通知するものとしま

す。 
５．「従業員代表」及び「給与又は経理担当者」の権限等を示す書類等を添付す

ること。 
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【 様 式 １ 】 

 

 

令和   年   月   日 

 

 

原子力規制委員会原子力規制庁 担当者殿 

 

 

質 問 書 

 

 

「令和８年度 AI を活用した軽水炉のシビアアクシデントに関する文献調査」に関

する質問書を提出します。 

 

 

 

法人名  

所属部署名  

担当者名  

電話番号  

E-mail  

 

＜質問箇所について＞ 

資料名 例） ○○書 

ページ 例） P○ 

項目名 例） ○○概要 

質問内容 

 

備考 

1．質問は、本様式1 枚につき1 問とし、簡潔にまとめて記載すること。 

2．質問及び回答は、本件入札参加事業者の全てに公表する。（電話等による個別回答はしな

い。）但し、質問者自身の既得情報（特殊な技術、ノウハウ等）、個人情報、原子力規制

委員会原子力規制庁の業務に支障をきたすものに関する内容については、公表しない。 

 

質問書枚数 

枚中 

枚目 


	1. 企画審査委員会による審査
	2. 企画書等の審査方法
	3. 契約委員会による契約候補者の確定
	【　様　式　１　】

